
カンボジアにおける仲裁評議会の現状 

―２０１６年労働組合法及び２０１８年労働職業訓練省令による影響を中心に―

名古屋大学大学院研究科　特任講師　

弁護士　玉垣　正一郎

Ⅰ　はじめに

　　筆者は，２０１７年８月から王立法律経済大学内に設置されている名古屋大学日本法

教育研究センターに勤務しているところ，２０１９年３月２２日，同センターの学生と

一緒に，“The Arbitration Council”（以下「仲裁評議会」又は「ＡＣ」とする。）事務局

を訪問する機会に恵まれた。

［写真１・参加者の集合写真］

　　仲裁評議会は，後述するとおり，カンボジアの集団的労働紛争を解決するための仲裁

機関であり1，複数の海外ドナーからの財政的援助を受けている。このような仲裁評議会

の現状を知ることは，日本の法整備支援を考えるうえでも参考になると思われる。

　　また，仲裁評議会が受理する事件数は，本稿で論じるとおり，２０１６年施行の労働

組合法及び２０１８年の労働職業訓練省令第３０３号（２０１８年７月２日）による影

1 なお，カンボジアの仲裁機関としては，この仲裁評議会のほか，国立商事仲裁センター（National 
Commercial Arbitration Centre）（ＮＣＡＣ）が存在する。ＮＣＡＣの概要については，ＩＣＤの調査研究
報告書（ブン・ユーディー＝田宮彩子「カンボジアの商事仲裁制度について」［２０１５年３月］）参照。
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響を受けている。しかしながら，仲裁評議会に関する先行研究2では，その公表時期と

の関係から，その事件数に影響を与えた上記法令の動向について十分に分析されていな

い。

　　そこで，本稿では，まず，上記の分析を行う前提として，「仲裁評議会の概要」（Ⅱ）

及び「労働紛争解決手続の流れ」（Ⅲ）について概説する。次に，「仲裁評議会の事件数

の推移及び関連法令の動向」（Ⅳ）において，仲裁評議会の事件数がどのように推移し

ているかを紹介した上で，その事件数に影響を与えている上記法令について検討を行う。

最後に，「おわりに」（Ⅴ）において，本稿のまとめを述べる。

　　ただし，内容の分かりやすさの観点から，仲裁評議会に関する統計データをⅢで取り

上げる。また，本稿のうちの意見にわたる部分は，筆者個人の私見であり，筆者の所属

する大学や法律事務所の見解ではない。

Ⅱ　仲裁評議会の概要

　１　沿革

　　　仲裁評議会は，１９９７年施行のカンボジア労働法（以下「労働法」とする），社

会問題・労働職業訓練及び青少年リハビリテーション省（Ministry for Social Affairs, 

Labour, Vocational Training and Youth Rehabilitation）（以下「ＭＯＳＡＬＶＹ3」とする。）

の省令4第３３８号（２００２年１２月１１日）に基づき，２００２年に設立された5。

ＭＯＳＡＬＶＹは，労働法の施行後，効率的な労働紛争解決システムの構築を目指し

た政策に取り組んでいたところ6，仲裁評議会の設立は，この１つとして位置付けられ

るものである。

　　　第１次仲裁評議会は，２００３年５月，２１名7の仲裁人（Arbitrator）によって発

足した。

2 仲裁評議会に関する重要な先行研究として，木村光豪「カンボジアにおける代替的紛争解決―仲裁
評議会における労働紛争の解決―」関法第６３巻第５号（２０１４年）１９８頁，ジア・シューマイ（CHEA 
Seavmey）「不当労働行為救済制度のカンボジア・日本・アメリカ法研究―差別的取扱判断基準を中心
に―」名古屋大学（２０１６年）博士論文（http://hdl.handle.net/2237/27161）。
3 当時のＭＯＳＡＬＶＹは，現在の労働職業訓練省（Ministry of Labour and Vocational Training）の前身
に相当する省庁である。ＭＯＳＡＬＶＹは，２００４年，労働職業訓練省と社会問題・青少年リハビ
リテーション省という２つの省庁に組織再編された。この点につき，木村・前掲（注２）１９７頁参照。
4 カンボジアの法令としては，憲法および法律のほか，勅令（Royal Decrees, Reach Kret），大臣会議令
（Sub-decrees, Anu Kret），省令（Proclamations, Pracas），布告（Circulars,Sarachor），決定（Decisions, 
Sach K’ dei Samrach），通達（Notices, Sach k’dei chun domnung）の６つの下位規範が存在する（香川孝
三＝熊谷謙一＝北澤謙『ＪＩＬＰＴ海外調査シリーズ３　カンボジアの労働・雇用・社会―日系進出
企業の投資環境―』［２０１９年］１０４頁）。ただし，カンボジアでは，法律とこれらの下位規範の
相互関係及び優劣関係は必ずしも明らかではない上，法律による委任の有無その内容が明確にされな
いまま，下位規範によって実質的な立法が行われることもある。
5 Daniel Adler. （Eds.）（２０１０）“The Arbitration Council and the Process for Labour Dispute Resolution in 
Cambodia: Law & Commentary Third editon” pp.３p.
6 仲裁評議会の設立経緯の詳細については，木村・前掲（注２）１９０頁～１９７頁。
7 仲裁評議会の仲裁人の数は，２０１９年７月末時点において３０人である。また，仲裁人の氏名及
び経歴は，仲裁評議会のウェブサイトで公開されている。
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　２　主な役割

　　　仲裁評議会の主な役割は，労働法第３０９条から第３１７条，「仲裁評議会に関す

るＭＯＳＡＬＶＹ省令」第９９号（２００４年４月２１日）（以下「ＡＣ省令」とする。）

及び仲裁評議会手続規則（Arbitration Council Procedural Rules）（以下「規則」とする。）

に基づき，集団的労働紛争（その定義及び個別的労働紛争との相違についてはⅢで述

べる。）の解決を担うことである。

　３　運営体制

　　　仲裁評議会は，労働職業訓練省（Ministry of Labour and Vocational Training）（以下「Ｍ

ＬＶＴ」とする。）の管轄下にある仲裁評議会事務局から執行面での支援を受け，かつ，

仲裁評議会財団（The Arbitration Council　Foundation）（以下「ＡＣＦ」とする。）か

ら技術面での支援を受けている8。

　　　ＡＣＦは，２００４年に国際労働機構（ＩＬＯ）の支援によって設立された財団で

あり，現在，スウェーデン，世界銀行，アメリカ合衆国国際開発庁（ＵＳＡＩＤ），

ＧＡＰ（ギャップ）や adidas（アディダス）といった商標名で知られる民間企業など

複数のドナーからの支援を受けている9。また，ＡＣＦは，カンボジア内務省に登録さ

れたＮＧＯ（非政府組織）である10。

　　　仲裁評議会は，労働者側，使用者側及びＭＬＶＴ側の各グループの選挙によって選

出された３名の仲裁人をＡＣＦ理事会の理事として送り出し，その３名がＡＣＦ理事

会の過半数の議決権を有することによって，ＡＣＦを監督している11。

　　　筆者の訪問時における担当者の説明によると，ＡＣＦには２０名の常勤スタッフが

勤務しており，また，２０１７年の年間支出額は７９０，０００ドルとのことである。

　４　仲裁人

　　⑴　任期

　　　　仲裁評議会を構成しているのは，非常勤の仲裁人３０名（２０１９年７月末時点）

である。この仲裁人の任期は１年間であり，死亡，辞任，職務の履行不能，有罪判

決を受けた場合等を除き，原則として再任される（ＡＣ省令第２条）。

　　⑵　選任方法

　　　　仲裁人の各３分の１（すなわち各１０人）は，ＭＬＶＴ，労働諮問委員会12（Labour 

Advisory Committee）の正規構成員である使用者団体，同正規構成員である労働連

合組合によって指名される（ＡＣ省令第３条）。

8 木村・前掲（注２）１９７頁。
9 仲裁評議会のウェブサイト（http://www.arbitrationcouncil.org/en/about-us/the-arbitration-council-foundation）
（２０１９年７月３１日最終確認）及び筆者の訪問時における担当者の説明に基づく。
10 仲裁評議会のウェブサイト・前掲（注９）。
11 仲裁評議会のウェブサイト・前掲（注９）。
12 労働諮問委員会は，カンボジアの雇用，賃金，職業訓練，労働者の健康・安全などを研究する機関
である（労働法３５７条第１項）。カンボジアの最低賃金は近年上昇傾向にあるところ，この最低賃金
に関する提言を実施することは，労働諮問委員会の任務の一つとなっている（同条第２項）。
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　　⑶　要件

　　　　全ての仲裁人に共通の要件は，２５歳以上であること，道徳的資質を有すること，

少なくとも３年以上の関連する職務経験を有すること，労働法令についての十分な

知識を有することである（ＡＣ省令第６条）。さらに，ＭＬＶＴが指名する仲裁人

の場合，法学の学位又はそれと同等の資格を有することが要件となっており，使用

者側または労働者側が指名する仲裁人の場合，少なくとも１年以上の労働問題又は

紛争解決の経験を有することが要件となっている（ＡＣ省令第６条）。

　　　　なお，カンボジア国籍保持者であることは仲裁人の要件ではない（ＡＣ省令第７

条）。

　　⑷　権限

　　　　仲裁人は，労働法第３１２条に定める権限の範囲内において完全に独立性を認め

られている。すなわち，何人も，紛争解決に関して仲裁評議会又は仲裁人に指示を

与えることはできない（ＡＣ省令第１１条）。

　５　仲裁評議会に対する評価

　　　仲裁評議会は，労働者側・使用者側を問わず，関係者から高い評価を受けている。

この理由の一つが，仲裁評議会及びこれを構成する仲裁人の独立性の高さである。

　　　コン・パラック氏（パニャサストラ大学教授・仲裁人の一人）は，この独立性が維

持されていることについて，①仲裁人がＩＬＯの労働紛争解決計画により適切に選ば

れていること，②仲裁人はよく教育され高い倫理観を持っていること，③仲裁パネル

の裁定（Arbitration Award）が法律と衡平に基づきよく組織されていることを，指摘

する13。

Ⅲ　労働紛争解決手続の概要14

　１　個別的労働紛争と集団的労働紛争

　　　仲裁評議会の主な役割（集団的労働紛争の解決）を理解するためには，カンボジア

の労働紛争解決手続全体を理解する必要がある。

　　　重要なことは，ある労働紛争が個別的紛争（individual disputes）であるか集団的紛

争（collective disputes）であるかによって，【図表１】のとおり，その後の紛争解決手

続が異なっていることである。

　　　個別的労働紛争（又は個別的紛争）とは，①使用者と１人以上の労働者または実習

生との間で生ずる紛争であり（当事者の要件），②労働契約又は実習契約の用語の解釈・

13 木村・前掲（注２）１９９頁，Kong Phallack［２０１０］１６５p“Labor Arbitration in Cambodia” 
Cambodian Yearbook of Comparative Legal Studies Vol.１, Cambodian Society of Comparative Law,（http://
www.khmerlex.com/Site/images/library_file/13-Labor%20Arbitration%20in%20Cambodia-Law%20and%20
Practice.pdf）（２０１９年７月３１日最終確認）。
14 カンボジアにおける労働紛争の解決手続については，木村・前掲（注２）１９７頁～２０９頁，
Daniel Adler・前掲（注５），香川ほか・前掲（注４）１７４頁～１８１頁において，詳しく説明されて
いる。本稿においても，これらの文献を参照している。
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適用に関するか，現行の法令又は労働協約の条項についての解釈・運用に関する紛争

（紛争対象の要件）である（労働法第３００条）。

　　　集団的労働紛争（又は集団的紛争）とは，①１名以上の使用者と複数の労働者との

間で生じる（当事者の要件），②労働条件，組合に認められた権利の行使，企業にお

ける組合の承認，労使関係に関する問題であり（紛争対象の要件），③企業の効率的

運営又は社会平和を脅かしうる紛争（紛争の影響力の要件）である（労働法第３０２

条）。

　　　調停を担当する労働監督官は，この両者を区別して，その後の手続を進めることに

なる。しかしながら，この区別は流動的であり，ある個別的紛争が後に集団的紛争に

移行する場合も存在する15。例えば，ある個別的紛争が労働組合の自由に関連したり，

他の労働者に影響を与えたりする場合である16 17。

　　　ただし，この区別の流動性はカンボジア固有のものではない。日本の労働紛争解決

制度においても，集団的労働紛争と個別的労働紛争の区別は相対的かつ流動的である

ことが指摘されている18。

　２　個別的労働紛争の解決手続

　　⑴　手続

　　　　個別的労働紛争の当事者は，労働監督官が実施する調停手続を申し立てることが

できるほか（任意的調停），また，現実的であるかどうかは別として，調停を経ず

15 木村・前掲（注２）２０１頁。
16 Daniel Adler・前掲（注５）１５p
17 香川ほか・前掲（注４）１７５頁は「労働組合が結成され，その組合員になっている場合には，一
つの紛争が個別紛争にも集団紛争にもなりうるということである。労働組合もなく，労働者の集団も
なく，個々の労働者が紛争を申し立てる場合には，個別紛争しかないことになる。」と指摘する。
18 菅野和夫『労働法（第１０版）』（２０１２年）８０８頁は，日本の労働紛争について，「本来，集団
的労使紛争の解決機関である労働委員会でも，争議調停事件や不当労働行為事件のなかに，解雇・雇
止めなどの個別労働紛争が集団的労使紛争の装いをこらして持ち込まれることが多くなった。」と指摘
する。
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に訴訟を提起することも可能である。労働監督官は，申立てを受けてから３週間以

内に聴聞を実施して，紛争の解決を試みなければならない（労働法第３０１条第１

項・同条第２項）。調停によって合意に達した場合，その合意は法的拘束力を有す

る（同条第５項）。不調停の場合，当事者は２か月以内に通常の裁判所19に訴訟を

提起することができ，同期間を徒過して提起された訴訟は却下される（同条第６項）。

　　⑵　評価

　　　　このように，個別的労働紛争の場合，一定の肯定的評価を受けている仲裁評議会

への仲裁手続を利用することができない。また，個別的労働紛争を専門に取り扱う

ための労働裁判所は２０１９年７月末時点において設置されていない。そのため，

個別的労働紛争の解決手続は，集団的労働紛争のそれと比較して，十分に整備され

ているとはいえない。

　　　　したがって，カンボジアにおいては，今後，個別的労働紛争を公平かつ迅速に解

決するための更なる立法的措置が必要となるだろう20。

　３　集団的労働紛争の解決手続

　　　集団的労働紛争の解決手続は，調停と仲裁の２つの段階に分かれている。

　　⑴　調停

　　　　集団的労働紛争の当事者は，労働監督官に当該紛争を通知しなければならず，ま

た，労働監督官は，通知が無くてもその紛争を認識したときには，調停手続を開始

しなければならない（労働法第３０３条）。集団的労働紛争において調停前提主義

が採用されている趣旨は，そのような紛争が社会不安や企業運営の混乱を生じさせ

る可能性を有しているため，社会経済上の問題を回避するためである21。

　　　　ＭＬＶＴの大臣は，集団的労働紛争の通知を受けてから又はその紛争を認識して

から４８時間以内に，調停員を任命しなければならない（労働法第３０４条）。調

停はその任命から１５日以内に実施されなければならない，ただし，当事者の合意

によってその期間を延期することができる（労働法第３０５条）。当事者は，調停

期日への参加を義務付けられており，また，その期間中における敵対的行為を実施

してはならない（労働法第３０６条）。正当な理由なく期日を欠席した当事者は罰

金（３１日以上６０日以下の日給に相当するもの）に処せられる（労働法第３６３

条）。

　　　　調停の合意が成立した場合，その合意は，文書化され，両当事者及び調停員によっ

19 労働法３８７条は，労働契約又は実習契約の履行に関する労使間の個別の紛争を管轄する労働裁判
所が創設されることを規定している。しかしながら，２０１９年７月現在，労働裁判所が設置されて
いないため，通常の裁判所が個別的労働紛争を取り扱っている（労働法第３８９条）。
20 個別的労働紛争を仲裁評議会で処理する法案が２０１７年１１月の国会に提出予定であったものの，
ＭＬＶＴは最終的にこれを断念した。この点につき，香川ほか・前掲（注４）１７６頁，“Labour 
Ministry says it will scrap clauses from law”, The Phnom Penh Post, １９ October, ２０１７．（https://www.
phnompenhpost.com/national/labour-ministry-says-it-will-scrap-clauses-law）（２０１９年７月３１日最終確認）。
21 Daniel Adler・前掲（注５）１６p-１７p

ICD NEWS　第80号（2019.9） 61

ICD80G-04.indd   61 2019/09/04   13:01:15



て署名されることによって，労働協約と同一の効力を有する（労働法第３０７条）。

不調停の場合，調停員は，未解決となっている争点を記載した報告書を作成し，調

停終了後４８時間以内にＭＬＶＴに送付しなければならない（労働法第３０８条）。

　　⑵　仲裁

　　　ア　仲裁の開始

　　　　　不調停となった場合，①労働協約に定めている仲裁手続，②全ての当事者が合

意する手続，③労働法に定める仲裁手続のいずれかの手続がその後に実施される

ことになる（労働法第３０９条）。そのため，労働協約において仲裁評議会にお

ける仲裁手続の利用が規定されている場合（①），全ての当事者が仲裁評議会に

おける仲裁手続の利用を合意している場合（②），そのような規定または合意が

ない場合（③）のいずれかに該当するとき，仲裁評議会の仲裁手続が開始される

ことになる。

　　　　　ＭＬＶＴの大臣は，調停員からの報告を受けてから３日以内に，仲裁評議会に

付託しなければならず，また，事件を受理した仲裁評議会は，受理日の翌日から

３日以内に仲裁手続を開始しなければならない（労働法第３１０条）。

　　　イ　仲裁人の選定

　　　　　具体的な集団的労働紛争に対する仲裁評議会の判断すなわち裁定（Award）を

下すのは，３名の仲裁人から構成される仲裁パネル（Arbitration Panel）である。

この仲裁パネルの裁定は仲裁評議会の裁定とみなされる（ＡＣ省令第１２条）。

　　　　　労働者は労働者側仲裁人リスト（１０名）から１名の仲裁人を選定し，使用者

は使用者側仲裁人リスト（１０名）から１名の仲裁人を選定する。この選ばれた

２名の仲裁人は，ＭＬＶＴ仲裁人リストから１名の仲裁人（仲裁パネルの議長）

を選定する（ＡＣ省令第１２条）。仲裁人候補者は，当事者との間で利害関係を

有するために独立性や公平性に疑いがあるときは，仲裁人になることを拒否しな

ければならない（ＡＣ省令第１５条）。

　　　　　仲裁人に選任された３名は，事件受理日の翌日から３日以内（労働法第３１０

条参照）に会合（電話会議も可）を開催して，仲裁日時や場所を決定しなければ

ならない（規則４．１）。

　　　ウ　仲裁場所・使用言語・手続の非公開

　　　　　仲裁評議会の事務局内には，仲裁手続を実施するための部屋が用意されている

（【写真２】）。ただし，関係者からの聴取調査や証拠調べ手続等の関係から，仲

裁事務局以外の場所で仲裁手続を行うことも可能である（ＡＣ省令第２２条）。
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［写真２・仲裁手続を実施するための部屋の様子］

　　　　　仲裁パネルは，裁定を下す前に，当事者からの聴聞手続を実施しなければなら

ない（ＡＣ省令第１８条）。この手続は，クメール語で行われ（ＡＣ省令第２３条），

また，当事者の別段の合意がない限り，非公開である（ＡＣ省令第２９条）。

　　　エ　手続の迅速性

　　　　　仲裁パネルは，両当事者が別段の合意（ＡＣ省令第３０条）をしない限り，仲

裁パネルの開始日から１５日以内に裁定を下さなければならない（労働法第３０

３条，規則５．１）。カンボジアにおける通常民事訴訟事件の平均的な期間（訴

え提起から判決言渡しまで）が約２か月から３か月であること22を踏まえると，

この１５日間という日数は，仲裁評議会における紛争解決手続の迅速性を支える

重要な要素となっている。

　　　オ　拘束力の有無

　　　　　仲裁手続の流れは，【図表２】のとおり，両当事者が裁定に拘束力を付与する

かどうか，その紛争が権利紛争又は利益紛争のいずれに該当するかによって異

なっている。

　　　　　当事者は，仲裁手続を開始する前に，裁定に拘束力を付与するかを選択するこ

とができ，また，途中でその選択を変更することもできる。

　　　　　両当事者が拘束力のある裁定を希望する場合，その裁定が最終的判断となり，

その後に裁定を履行しなければならない（ＡＣ省令第４０条）。また，事前の労

働協約において裁定に反対しないことが合意されている場合，たとえ当事者が拘

22 内山淳＝篠田陽一郎＝前田優太「第３回カンボジア現地調査報告～全国の始審針裁判所の実情につ
いて」法律のひろば（２０１９年３月号）５３頁。なお，この２か月から３か月という期間は，送達
が問題なく行われた場合とのことであり，送達に困難が生じる場合には，さらに日数を要するとのこ
とである。
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束力のない裁定を選択したとしても，その裁定は拘束力を有する（ＡＣ省令第４

２条）。

　　　　　一方当事者又は両当事者が拘束力ある裁定を希望しない場合，当事者は，その

裁定通知を受けてから８日以内に限り，異議を申し立てる権利を有する（労働法

第３１３条，ＡＣ省令第４０条）。同期間内に異議が申し立てられた場合，裁定

は効力を失う（ＡＣ省令第４０条）。同期間内に異議申立てがなされない場合，

裁定は拘束力を有する（労働法第３１４条，ＡＣ省令第４１条）。

　　　カ　権利紛争と利益紛争

　　　　　裁定に拘束力が生じない場合，権利紛争と利益紛争ではその後の取扱いが異

なっている。

　　　　　権利紛争とは，労働契約又は労働協約から生じる労働法上の権利に関する紛争

である23。例えば，残業代の請求，労働者の地位確認などである。

　　　　　利益紛争とは，将来の利益又は現存しない権利に関する紛争である24。例えば，

ある工場労働者が，自分たちが非常に生産的であることを理由として，最低賃金

よりも高い月額賃金の支払いを求めること，労働法に規定されている以上の年次

有給休暇を請求することである。

　　　　　権利紛争の場合，争議行為（ストライキやロックアウトなど）のほか，裁判所

における解決が可能であるのに対して，利益紛争の場合，裁判所における解決が

できない25。

　４　仲裁評議会に関する統計的データ

　　　【図表３】は，筆者が仲裁評議会事務局を訪問した際に入手した資料に基づき，整

23 Daniel Adler・前掲（注５）７p
24 Daniel Adler・前掲（注５）８p
25 なお，日本の労働紛争解決手続においても，権利紛争と利益紛争は区別されている，荒木尚志『労
働法〈第２版〉』（２０１３年）５０５頁参照。
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理したものである。

【図表３】取扱事件数等の統計データ

Ａ 取扱事件数（２００３年～２０１８年） 　２，７６５件

Ｂ Ａのうち縫製業の紛争（割合［Ｂ／Ａ］） 　２，４１３件（約８７．２％）

Ｃ Ａのうち縫製業以外26の紛争（割合［Ｃ／Ａ］） 　３５２件（約１２．８％）

Ｄ 紛争解決率 　７３．２％

Ｅ 合意に達した件数（割合［Ｅ／Ａ］） 　８６２件（約３１．２％）

Ｆ 裁定が下された件数（割合［Ｆ／Ａ］） 　１，８９７件（約６６．３％）

Ｇ 影響を受けた労働者の人数
（女性労働者の割合）

　約１００万人
（約８０％～約９０％）

Ｈ 中止命令によってストライキを阻止できた割合 　６８％

Ｉ 所定期間内に仲裁判断が出された割合 １００％

Ｊ 紛争解決までの平均日数 　１７日間

　　　上記統計データの観点から，仲裁評議会における紛争解決手続の特徴として，以下

の２点を指摘することができる。

　　　１点目は，カンボジアの主要産業である縫製業における労働紛争の割合が９割弱を

占めていることである（Ｂ）。上述のとおり，仲裁評議会は集団的労働紛争のみを取

り扱っている。そのため，労働者の人数が多く，かつ，他の業種よりも労働組合が比

較的組織されている縫製業の紛争割合が必然的に高くなっている。

　　　２点目は，紛争解決手続の迅速性である（Ｉ・Ｊ）。紛争解決までの平均日数（労

働仲裁評議会に持ち込まれてから紛争解決までの日数）が１７日間27であることは，

労働者側・使用者側に生じる経済的損失を回避するものであり，労働仲裁委員会の紛

争解決制度に対する利用者の信頼を高める一因となっている。

　５　小括

　　　カンボジアにおける労働紛争解決手続の特徴として，以下のとおり整理することが

できる。

　　　個別的労働紛争の特徴は，集団的労働紛争と異なり，労働監督官による調停前置主

義が採用されていない上，調停不成立となった場合には２か月以内に裁判所に訴訟を

提起できるだけであり，仲裁評議会の仲裁手続を利用することができないことである。

26 訪問時の聴取によると，ＮＧＯ，製造業，インフラ関係，病院などとのことである。
27 ただし，労働仲裁評議会に持ち込まれる紛争は，事前の調停で解決することのできなかった集団的
労働紛争であるため，この１７日間という日数は，実際の紛争発生から解決までの平均期間ではない
ことに注意が必要である。
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　　　集団的労働紛争を取り扱う仲裁評議会の特徴は，当事者が裁定に対して拘束力の付

与を選択できること，利益紛争の解決方法が存在しないことである28。

Ⅳ　仲裁評議会の事件数の推移及び関連法令の動向

　　上述したとおり，仲裁評議会は，カンボジアの労働紛争の解決において極めて重要な

役割を果たしている。しかしながら，仲裁評議会の事件数は，２０１６年施行の労働組

合法及び２０１８年のＭＬＶＴ省令第３０３号による影響を受けている。

　　以下では，まず，仲裁評議会が受理した事件数について紹介し，次に，その事件数に

影響を与えている労働組合法及び上記ＭＬＶＴ省令についての分析を行う。

　１　事件数の推移（２００３年～２０１８年）

　　　【図表４】は，仲裁評議会が公表している２０１５年年次レポート29，２０１６年

年次レポート30及びウェブサイトの情報31に基づき，仲裁評議会が受理した年間事件

数の推移について，筆者の方で整理したものである。

　　　その大まかな傾向として，「年間事件数は，２００３年の開始以降右肩上がりに増

加して，２０１４年には３６１件に達したものの，２０１５年には３３８件，２０１

６年には２４８件と徐々に減少し，２０１７年と２０１８年には５０件と５９件に激

減した」と表現することができる。

28 木村・前掲（注２）２０９頁。
29 The Arbitration Council, “２０１５ Annual Report”（http://www.arbitrationcouncil.org/en/media/publications/
annual-reports）（２０１９年７月３１日最終確認）。
30 The Arbitration Council, “２０１６ Annual Report”（http://www.arbitrationcouncil.org/en/media/publications/
annual-reports）（２０１９年７月３１日最終確認）。
31 仲裁評議会のウェブサイト（https://www.arbitrationcouncil.org/en/post/99/Resolving-Labour-Disputes-by-
Arbitration-Council）（２０１９年７月３１日最終確認）。
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【図表５】　仲裁評議会が受理した月間事件数の推移（２０１６年～２０１８年）

　　　【図表５】は，仲裁評議会が２０１６年から２０１８年の３年間に受理した月間事

件数の推移を示したものである32。

　　　年間受理件数は，２０１６年から順に２４８件，５０件，５９件である。事件数が

激減したのは２０１６年９月以降である。ただし，２０１８年１２月の月間事件数は，

１３件とわずかではあるものの，回復傾向にある。また，仲裁評議会事務局を訪問し

たときの担当者の説明によると，２０１９年１月から３月においても，この回復傾向

が続いているとのことである。

　　　担当者の説明によると，仲裁評議会が受理する事件数に影響を与えているのは，２

０１６年施行の労働組合法及び２０１８年７月２日のＭＬＶＴ省令（第３０３号）で

ある。

　　　以下，これらの法令について検討する。

　２　労働組合法

　　⑴　概要

　　　　労働組合法は，２０１６年４月中に国会を通過して，国王の裁可が同年５月１７

日に下され，直ちに公布され，施行された33。

　　　　労働組合法は，第１章「一般的規定」（第１条～第４条），第２章「組合又は使用

者団体を結成する基本的権利」（第５条～第１０条），第３章「組合又は使用者団体

の登録」（第１１条～第２１条），第４章「組合又は使用者団体の会計」（第２２条

～第２７条），第５章「組合又は使用者団体の解散」（第２８条～第３１条），第６

章「企業又は事務所での労働者の代表」（第３２条～第４８条），第７章「組合の権

32【図表５】のグラフは，労働仲裁評議会のウェブサイト・前掲（注３１）の画像をそのまま引用した
ものである。
33 香川孝三「２０１６年カンボジア労働組合法の日本語訳」季刊労働法２５５号（２０１６年）１８０
頁。

ICD NEWS　第80号（2019.9） 67

ICD80G-04.indd   67 2019/09/04   13:01:16



利と義務」（第４９条～第５３条），第９章「最も代表的な組合による代表権」（第

５４条～第６１条），第１０章「使用者による不当労働行為」（第６２条～第６３条），

第１１章「組合の不当労働行為」（第６４条～第６５条），第１２章「労働者とその

代表への特別な保護」（第６６条～第６８条），第１３章「労働協約と団体交渉」（第

６９条～第７４条），第１４章「組合と使用者団体との紛争処理」（第７５条），第

１５章「行政措置と罰則」（第７６条～第９５条），第１６章「暫定的な規定」（第

９６条～第９８条），第１７章「最終規定」（第９９条～第１００条）という全１７

章・全１００条から構成される34。

　　　　カンボジアにおける労働組合は三層構造になっており，下から順に，企業や事務

所レベルで１０人以上から組織される地区組合（企業別組合）又は職業別組合，少

なくとも７つの登録された労働組合で結成される組合連合，少なくとも５つの組合

連合で結成できる組合連盟となっている（労働組合法第４条・同法第１０条）。使

用者団体は二層構造となっており，少なくとも９つの企業から結成される使用者団

体，少なくとも６つの登録使用者団体で結成される使用者連合となっている（労働

組合法第４条・同法第１０条）35。

　　　　組合も使用者団体も登録が義務付けられており（労働組合法第１１条），登録さ

れると法人格を取得する（労働組合法第１４条）。登録された労働組合又は使用者

団体は，毎年，ＭＬＶＴに対して会計報告と年次活動報告をしなければならない（労

働組合法第１７条）。組合又は使用者団体が，これらの報告を含む労働組合法の義

務を履行しない場合，ＭＬＶＴはその登録取消しを求めて，労働裁判所（現在の通

常の裁判所）に提起することができる（労働組合法第１８条・同法第１９条）。

　　　　労働者は，同じ企業又は事務所に同時に存在する１つの組合にのみ加入すること

ができる（労働組合法第４９条）。

　　⑵　最も代表的な組合の権利義務

　　　ア　排他的権利

　　　　　上述したとおり，労働組合法は，複数の労働組合が併存することを前提として

いるため，アメリカの交渉代表制の発想を取り入れた「最も代表的な組合」の制

度を導入している36。最も代表的な地位の認証を受けた労働組合（以下「最も代

表的な組合」とする）は，労働協約の交渉又は集団的労働紛争を解決するという

目的について，排他的権利を有する（労働組合法第５４条）。

34 労働組合法の日本語訳としては，香川・前掲（注３３）のほか，ＪＥＴＲＯのウェブサイトにおいて，
２０１７年３月作成の日本語仮訳が公開されている（https://www.jetro.go.jp/ext_images/_Reports/02/
a306f088c1d2b6bc/report-jp.pdf）（２０１９年７月３１日最終確認）。本稿では，香川・前掲（注３３）の
日本語訳を参考にしつつ，分かりやすさの観点から，その日本語訳を一部変更している。
35 香川・前掲（注３３）１８１頁。
36 香川ほか・前掲（注４）１７２頁。
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【第５４条】　企業又は事務所における最も代表的な組合

　最も代表的な組合は，企業又は事務所単位で認められる。最も代表的な組合は，

労働協約の交渉又は集団的労働紛争を解決するという目的について，排他的権利を

有する。

（以下，省略）

※　下線部は筆者加筆（以下同じ）

　　　　　最も代表的な組合となるための要件は，労働組合としての所定の登録をしたう

えで，企業又は事務所に１つの労働組合しかない場合には全労働者の３０％以上

を組合員としていること，複数組合がある場合には全労働者の３０％以上の支持

を得ること，いずれの組合も全労働者の３０％以上の支持を得ていない場合には，

選挙によって全労働者の３０％以上の支持を得ることである（労働組合法第５４

条）37。また，特定の職業や部門における最も代表的な組合となるためには，これ

らの要件のほかに，特定の職業や部門の全労働者の中で最も多くの組合員を有す

る必要がある（労働組合法第５５条）。

　　　　　最も代表的な組合は，労働協約の交渉をしたり，専門職，経済活動または部門

の使用者又は使用者団体との間において集団的労働紛争を処理したりする排他的

権利を有する（労働組合法第５５条）。

【第５５条】　専門職，経済活動又は部門における最も代表的な地位

　（省略）

　最も代表的な組合は，労働協約の交渉をしたり，専門職，経済活動又は部門の使

用者又は使用者団体と集団的労使紛争を処理したりする排他的権利を有する。

（以下，省略）

　　　　　このように，最も代表的な組合だけが，労働協約の交渉及び集団的労働紛争に

ついて，使用者と交渉するための排他的権利を有している。この排他的権利の中

には，その文言からして，集団的労働紛争の調停申立て，仲裁評議会が実施する

仲裁手続に関する権限が含まれていると解釈できる。

　　　イ　非組合員を代表する権限

　　　　　最も代表的な組合は，労働協約から生じる苦情に関する紛争について，非組合

員である労働者のために誠実に代表する権利及び役割を有している。

37 香川・前掲（注３２）１８１頁は，この要件について，「法案では５０％プラス１％の支持を得る要
件であったが，それを下げている。」と指摘する。また，香川ほか・前掲（注４）１７２頁は，このよ
うに要件が緩和された点について，「組合組織化の現状を配慮した結果ではないかと思われる。」と指
摘する。
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【第５８条】最も代表的な組合の権利及び役割

　本法に定める権利に追加して，最も代表的な組合は以下の権利及び役割を有する。

　・�雇用条件，健康や職場の安全，その他の給付をカバーする労働協約を確保する

ために，使用者と誠実に交渉すること

　・�労働協約から生じる苦情に関する紛争について，非組合員である労働者のため

に誠実に代表しなければならない。

　（以下，省略）

　　　　　労働協約は，労働者の労働条件を規定し，使用者と労働者との関係，組合と使

用者団体との関係を規律することを目的とするものであり，その適用範囲（地理

的範囲・職業単位・部門単位）を特定しなければならない（労働組合法第６９条）。

また，使用者と少数組合との間で労働協約が締結される場合，その少数組合と使

用者による交渉評議会は，交渉レベルごとの全ての労働者と使用者のために，全

権を有する（労働組合法第７２条）。

　　　　　労働組合法第５８条のポイントは，最も代表的な組合が非組合員のために代表

できる範囲について，「労働協約から生じる苦情に関する紛争」とだけ規定して

いることである。

　　⑶　少数組合の権利義務

　　　　企業又は組織内において最も代表的な組合が存在する場合，それ以外の労働組合，

すなわち，少数組合は，最も代表的な組合が交渉した労働協約における権利に関し

て，自己の組合員のみを代理することができ，労働協約の規定や条件の変更等につ

いて再交渉する権利を有しない38（労働組合法第５０条）。また，少数組合は，使用

者との間で労働協約を交渉する権利を有していない上，その組合員を代表できる労

働紛争の範囲が個別紛争に限定されている（労働組合法第５９条）。

　　　　したがって，少数組合は，その組合員の集団的労働紛争を担当する権限を有しな

い。

【第５９条】最も代表的な組合のある企業又は事務所における少数組合の権利およ

び役割

　最も代表的な組合が認証され，その地位が有効である企業又は事業所における少

数組合は，労働協約の交渉権を有せず，現行の法律，命令，労働協約又は業務に関

する就業規則で保護される権利若しくは利益を超える保護の請求をすることができ

ない。少数組合の権利及び役割は以下のものである。

38 日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）「カンボジア労務マニュアル　第４改訂版」（２０１７年）４１頁。
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　⒜　（省略）

　⒝　組合員に法律や実務的助言を提供すること

　⒞　個別紛争において組合員を代表すること

　（⒟～⒣につき，省略）

　最も代表的な組合は，⒜～⒣の役割を担うことができる。

　　⑷　整理

　　　　最も代表的な組合は，その組合員の集団的労働紛争について使用者と交渉するた

めの排他的権利を有する（労働組合法第５５条・同法第５６条）。また，最も代表

的な組合は，「労働協約から生じる苦情に関する紛争」について，非組合員（少数

労働組合の組合員）のために誠実に代表することができる（労働組合法第５８条）。

　　　　少数組合は，労働協約の交渉権を有せず，現行の法律，命令，労働協約又は業務

に関する就業規則で保護される権利もしくは利益を超える保護の請求をすることが

できない。少数組合は，その組合員の個別紛争に限り，当該組合員を代表すること

ができる（労働組合法第５９条）。この結果，少数組合は，労働組合法の施行後，

その組合員の集団的労働紛争を代表する権限を有しないため，その組合員の集団的

労働紛争の解決を求めて，労働調停官による調停や仲裁評議会による仲裁手続を利

用することができなくなった。

　　　　以上について整理すると，【図表６】のとおりとなる。

【図表６】少数組合の組合員の労働紛争に関する整理（労働組合法施行後）

代表する労働組合
少数組合の
組合員の労働紛争の区分

少数組合 最も代表的な組合

個別紛争 〇　できる

根拠：第５９条⒞

×　できない

根拠：第５９条⒞

集団的紛争 ×　できない

根拠：第５４条・第
５５条・第５９条

〇　できる
ただし，「労働協約か
ら生じる苦情に関す
る紛争」とだけ規定
されている。

根拠：第５８条⒞

　※　表中の条文は労働組合法を示す
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　　⑸　疑問点

　　　　労働組合法については，以下のとおり，疑問点が生じてくる。

　　　　まず，最も代表的な組合が非組合員のために代表することのできる「労働協約か

ら生じる苦情に関する紛争」の定義及びその範囲は，必ずしも明らかではない。た

しかに，少数組合は個別紛争において組合員を代表する権利を有している以上（労

働組合法第５９条），「労働協約から生じる苦情に関する紛争」は全て個別紛争では

ない，と整理できるかもしれない。もっとも，全ての集団的労働紛争は，労働協約

に関する苦情から生じるわけではない。そのため，「『労働協約から生じる苦情に関

する紛争』ではないものの，集団的労働紛争に該当する労働紛争」は存在すると思

われる。ところが，最も代表的な組合がそのような紛争について非組合員のために

代表することができるのか，必ずしも明らかではない。

　　　　さらにいえば，最も代表的な組合が，非組合員のために，「労働協約から生じる

苦情に関する紛争」を果たして本当に適切に代表できるのか，疑問である。なぜな

ら，非組合員（少数組合の組合員）は，最も代表的な組合に所属していない以上，

最も代表的な組合は，そのような非組合員のために適切に代表するための動機を欠

くのではないかと思われるからである。

　　　　このような疑問点は，仲裁評議会を利用する当事者の予測可能性を害するもので

あり，その手続の利用を妨げる要因になり得るだろう。

　　⑹　事件数が２０１６年９月以降に激減した要因

　　　　仲裁評議会の２０１６年年次レポート39は，２０１６年９月から同年１２月まで

の月間平均事件数が９件に急落した要因について，更なる研究が必要であると留保

しつつ，労働組合法の施行が強く影響している可能性があることを指摘していた。

　　　　この指摘については，以下のとおり説明することができる。

　　　　労働組合法が２０１６年５月に施行された結果，少数組合は，その組合員の集団

的労働紛争について代表権を有しないことになった。その結果，少数組合は，その

組合員の集団的労働紛争の解決を求めて，労働調停官による調停や仲裁評議会によ

る仲裁手続を利用することができなくなった。

　　　　最も代表的な組合は，非組合員（少数組合の組合員）に関する紛争のうち「労働

協約から生じる苦情に関する紛争」に限り，非組合員を代表できることになった。

ただし，「労働協約から生じる苦情に関する紛争」の定義及び範囲は曖昧である上，

最も代表的な組合が，非組合員のために，そのような紛争を果たして本当に適切に

代表できるのか疑問である。このような疑問点は，仲裁評議会を利用する当事者の

予測可能性を害し，ひいてはその手続の利用を妨げる要因になり得るだろう。

　　　　仲裁評議会の受理する事件数が２０１６年９月以降に激減した要因は，上記のと

おり説明することができる。

39 The Arbitration Council・前掲（注３０）７頁。
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　３　２０１８年のＭＬＶＴ省令（省令第３０３号）

　　⑴　概要

　　　　ＭＬＶＴは，２０１８年７月２日，「最も代表的な組合制度及びその認定を受け

るための手続」という省令第３０３号（以下「省令第３０３号」とする）を制定し，

省令第３０３号は直ちに施行された。

　　　　後述するとおり，省令第３０３号（全部で第１条～第１８条から構成される）は，

労働組合法と比較した場合，少数組合の組合員の紛争を代表する権限について，２

つの点において重要な意義を有する。以下，関連する条文に絞って説明する。

　　⑵　省令第３０３号第１３条

　　　　省令第３０３号第１３条は，最も代表的な組合が，「労働者または少数組合の依

頼に基づき，労働協約から生じない紛争について，自己の組合員ではない労働者を

代表できること」を明確に規定した。

　　　　上述したとおり，労働組合法第５８条⒞によると，最も代表的な労働組合は，「労

働協約から生じる苦情に関する紛争」について，非組合員を誠実に代表する権限を

有する。もっとも，最も代表的な労働組合が，このような紛争以外の紛争について，

非組合員のために代表する権限を有するかどうか，必ずしも明確ではなかった。

　　　　省令第３０３号の１つ目の意義は，少数組合またはその組合員からの依頼という

要件のもとで，最も代表的な労働組合が「労働協約から生じない紛争」について非

組合員（少数組合の組合員）を代表することができることが明確化されたことであ

る。

【第１３条】
　最も代表的な組合は，労働協約の交渉や集団的労働紛争を解決するため，労働協

約から生じる集団的労働紛争に関して，排他的権利を有する。

　最も代表的な組合は，以下の権利及び役割を有する。

　⒜・⒝　（省略）

　⒞　労働者または少数組合の依頼に基づいて，労働協約から生じない紛争につい

て，自己の会員ではない労働者を代表すること

　⒟・⒠　（省略）

　　⑶　省令第３０３号第１４条

　　　　省令第３０３号第１４条は，少数組合が労働協約から生じない集団的労働紛争を

解決する権限を有することにつき，新たに規定した。

　　　　上述したとおり，少数組合は，労働協約の交渉権を有せず，現行の法律，命令，

労働協約または業務に関する就業規則で保護される権利もしくは利益を超える保護

の請求をすることができない。また，少数組合は，組合員の個別紛争に限り，組合
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員を代表することができるだけであり（労働組合法第５９条），その組合員の集団

的労働紛争を代表する権限を有しない。そのため，少数組合は，その組合員の集団

的労働紛争の解決を求めて，労働調停官による調停や仲裁評議会による仲裁手続を

利用することができなくなった。

　　　　しかしながら，少数組合は，省令第３０３号第１４条を根拠として，「労働協約

から生じない集団的労働紛争」の解決のため，その組合員を代表する権限を新たに

有することになった。

　　　　すなわち，省令第３０３号の２つ目の意義は，省令第３０３号第１４条が，少数

組合に対して，「労働協約から生じない集団的労働紛争」の解決に関して，その組

合員を代表する権限を新たに創設したことである。

【第１４条】

　企業における少数組合，及び，認定されかつ有効である最も代表的な組合は，労

働協約の交渉権を有せず，現行の法律，命令，労働協約又は業務に関する就業規則

で保護される権利若しくは利益を超える保護の請求をすることができない。少数組

合の権利及び役割は次のとおりである。

　⒜　労働協約から生じない集団的労働紛争の解決に関して組合員を忠実に代表す

ること

　⒝　組合員を代表し，個別的紛争を解決すること

　⒞～⒤　（省略）

　最も代表的な組合も，上記⒜～⒤についての権利を行使することができる。

　　　　なお，省令第３０３号第１４条は，「最も代表的な組合も，上記⒜…についての

権利を行使することができる」と規定している。

　　　　この規定については，次のように解釈すべきである。

　　　　最も代表的な組合が，「労働協約から生じない紛争」について非組合員を代表す

ることができるのは，非組合員（少数組合の組合員）又は少数組合からの依頼とい

う要件が満たされる場合に限られる（省令第３０３号第１３条⒞）。この要件が存

在する以上，この要件を満たさないにもかかわらず，省令第３０３号第１４条を根

拠として，最も代表的な組合が「労働協約から生じない紛争」について非組合員を

代表することができることを認めるべきではない。

　　　　そのため，「最も代表的な組合も，上記⒜…についての権利を行使することがで

きる」とは，最も代表的な組合が，自己の組合員に関する集団的労働紛争（労働協

約から生じるかどうかを問わない）を代表することができることを意味し，労働組

合法第５４条及び同法第５５条の規定を確認したものにすぎないと解釈すべきであ

る。
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　　⑷　整理

　　　　「労働協約から生じない集団的労働紛争」について，少数組合の組合員を代表す

ることができるのは，少数組合である（省令第３０３号第１４条⒜）。ただし，少

数組合又はその組合員からの依頼がある場合，最も代表的な組合は，そのような紛

争について非組合員（少数組合の組合員）を代表することができる（省令第３０３

号第１３条⒞）。

　　　　また，「労働協約から生じる紛争」について少数組合の組合員を代表することが

できるのは，最も代表的な労働組合である（省令第３０３号第１３条）。

　　　　このように，ある紛争が，「労働協約から生じない集団的労働紛争」又は「労働

協約から生じる紛争」のいずれかに該当するかによって，その紛争について少数組

合の組合員を代表することのできる主体が異なっている。

　　　　以上を整理すると，【図表７】のとおりである。

【図表７】少数組合の組合員の労働紛争に関する整理（省令第３０３号施行後）

代表する組合
少数組合の
組合員の労働紛争の区分

少数組合 最も代表的な組合

個別紛争 〇　できる

根拠：法第５９条⒞

×　できない

根拠：法第５９条⒞

集団的紛争 〇　できる

ただし，「労働協約か
ら生じない集団的紛
争」に限る。

根拠：省令第１４条
⒜

〇　できる

「労働協約から生じ
る紛争」について代
表することができる
（法第５８条⒞）。
「労働協約から生じ
ない集団的紛争」に
ついては，少数組合
またはその組合員か
らの依頼がある場合
に限り，代表するこ
とができる（省令第
１３条⒞）。

　※　表中の法は労働組合法を示す

　　⑸　疑問点

　　　　省令第３０３号については，以下のとおり，２つの疑問が生じてくる。
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　　　　まず，少数組合の組合員に関する労働紛争が，「労働協約から生じない集団的労

働紛争」又は「労働協約から生じる紛争」のいずれに該当するのか，必ずしも明確

ではないため，その紛争について少数組合の組合員を代表する主体について，実務

上の混乱が生じる可能性が高いと思われる。

　　　　例えば，ある少数組合が，その組合員に関する労働紛争が「労働協約から生じな

い集団的労働紛争」に該当するとして，その組合員を代表していたところ，後に，

その紛争が「労働協約から生じる紛争」に該当する可能性が高いと判明した場合，

どうなるだろうか。このような場合，その組合員又は少数組合は，「労働協約から

生じる紛争」に該当する可能性が高いことを見越して，最も代表的な組合に依頼し

て，その紛争手続について代表する主体を変更するのだろうか。しかしながら，そ

のような変更が必要になること自体，少数組合及びその組合員の予測可能性を害す

るものであり，そのためにそのために実務上の混乱が生じるのではないだろうか。

　　　　次に，少数組合が「労働協約から生じない集団的労働紛争」の解決についてその

組合員を代表する権限を有すること（省令第３０３号第１４条⒜）は，労働組合法

第５９条が規定する内容と矛盾している。しかしながら，省令第３０３号の制定に

伴う労働組合法の改正は行われていない。本来であれば，省令第３０３号の制定に

よってそのような権限を新たに創設するのではなく，労働組合法第５９条を改正し

て対応すべきであったように思われる40。

　　⑹　事件数が２０１８年１２月以降に回復した要因

　　　　省令第３０３号の施行により，少数組合は，「労働協約から生じない集団的労働

紛争」を解決することについてその組合員を代表する権限を新たに付与された（省

令第３０３号第１４条⒜）。この結果，少数組合の組合員は，「労働協約から生じな

い集団的労働紛争」については，少数組合を通じて，労働調停官による調停や仲裁

評議会による仲裁手続を利用できるようになった。

　　　　また，少数組合又はその組合員からの依頼という要件を満たす場合，最も代表的

な組合は「労働協約から生じない紛争」について非組合員（少数組合の組合員）を

代表することができることが明確化された（省令第３０３号第１３条⒞）。

　　　　省令第３０３号における上記２つの点こそが，仲裁評議会の受理事件数が２０１

８年１２月以降に回復していることの要因の１つであろう。

　　　　筆者が仲裁評議会事務局を訪問した際，担当者は，２０１８年１２月以降の事件

数の回復傾向について，ＭＬＶＴの新たな省令が最近制定されたことを指摘してい

た。本稿における分析からすると，この指摘は十分に納得できるものである。

40 筆者の経験上，省令の制定によって既存の法律の内容が実質的に改正されることは，カンボジアに
おいて決して少なくない。ただし，このような法令と省令の優劣関係が曖昧となっていることは，カ
ンボジアの法令全体を体系的・整合的に理解することの困難さの一つの要因となっている。
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Ⅴ　おわりに

　１　本稿が明らかにしたこと

　　　本稿では，２０１６年施行の労働組合法および２０１８年の省令第３０３号が仲裁

評議会の事件数に影響を及ぼしていることについて，これらの法令分析によって，以

下のことを明らかにした。

　　　まず，労働組合法の施行により，

　　①　少数組合は，その組合員の集団的労働紛争について代表権を有しないこと

　　②　「労働協約から生じる苦情に関する紛争」について，最も代表的な組合が非組合員

を代表できることが規定されたものの，その紛争の定義及び範囲は曖昧であること，

最も代表的な組合が，非組合員のために，そのような紛争を果たして本当に適切に

代表できるのか疑問であること，このような疑問点が，仲裁評議会を利用する当事

者の予測可能性を害し，ひいてはその手続の利用を妨げる要因になりうること

　　これらの①②が，仲裁評議会の受理する事件数が２０１６年９月から２０１８年にか

けて激減したことの要因となっていることを明らかにした。

　　　次に，省令第３０３号の施行により，

　　③　少数組合は，労働協約から生じない集団的労働紛争を解決するため，その組合員

を代表する権限を新たに付与されたこと

　　④　少数組合又はその組合員からの依頼という要件を満たす場合，最も代表的な組合

が「労働協約から生じない紛争」について非組合員（少数組合の組合員）を代表す

ることができることについて明確化されたこと

　　これらの③④が，仲裁評議会の受理件数が２０１８年１２月に入ってから回復傾向に

あることの要因の１つであることを明らかにした。

　２　残された課題

　　　本稿の執筆に当たっては，残念ながら，労働組合法及び省令第３０３号の立法過程

に関する資料や２０１６年以降の仲裁評議会の裁定を分析することができず，加え

て，労働組合の関係者に対するインタビューを実施することができなかった。上記法

令が仲裁評議会の受理する事件数に与えた影響については，このような調査をするこ

とによって，さらに具体的に明らかにすることができるだろう。

　　　幸いなことに，仲裁評議会における全ての裁定は，そのウェブサイトにおいてクメー

ル語（一部は英語）で公開されており，かつ，仲裁評議会の事務局においても閲覧可

能である。本稿で指摘した点を含め，仲裁評議会に関する研究がさらに進められるこ

とを期待したい。

　　　本稿の内容が仲裁評議会の現状を知る上で参考になれば幸いである。
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